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内 容 の 要 旨 
 
≪研究目的≫ 
経営戦略と組織の関係性についての研究は、経営戦略の概念が確立された時点で、すで
に始まった。世界経済の発展を背景に、企業の経営の技術革新が飛躍的に遂げ、経営戦略
と組織の関係性の研究は、もっと体系的、具体的に、学術的、実務的な分野で盛んに行わ
れてきた。 
今日では、世界経済の中心がシフトしつつ、先進国も、新興国も、企業は、機会の反面
で多くの経営課題を抱えていることが現実である。本論文は、「経営戦略」と「組織」の連
関性に注目し、経営戦略の形成プロセスにおける経営戦略と組織の構造、文化、能力との
相互作用を明らかにし、企業は更なる発展の成功の可能性を高めることが出来るようなイ
ンプリケーションを企業に提供することを研究目的と定めた。 
 
≪研究方法≫ 
 先行研究では、経営戦略論の展開とともに、経営戦略、組織の構造、組織の文化、組織
の能力の概念と経営戦略とそれぞれの相互関係の理論整理を行う上で、筆者の考察を行う。
次に、ケーススタディを通じて、筆者の考察を検証する。さらに、筆者が 2016 年に実施
した企業調査の結果を分析することによって、さらに筆者の考察を検証する。 
 
≪各章の構成≫ 
本論文は、序章、第 1 章経営戦略論の生成と発展、第 2 章戦略と組織の連関性について
の考察、第 3 章京東集団の事例研究、第 4 章経営戦略と組織に関する企業調査、終章から
構成されている。 
序章では、本研究の目的、意義と内容概要について述べる。 
第 1 章では、経営戦略論のアプローチから経営戦略と組織構造、組織文化、組織能力の
連関性を考察するため、経営戦略論の発展史を辿り、最初に重要な学説の再検討を行った。
経営学の中で「経営戦略」という概念がチャンドラーによって確立された時点に、彼の「組
織は戦略に従う」という命題は、「経営戦略と組織の連関性」の議論をもたらした。その
後、経営戦略論の分野の先駆者であるアンゾフは、「戦略経営」という新しい概念を打ち
出し、組織風土と組織対応能力が戦略積極性に影響を与えると主張したことにより、経営
戦略と組織の連関性についての議論が多彩に展開される出発点となった。特に、RBV 理
論が形成されて以来、組織文化と組織能力の重要性が理論的、実践的の 2 側面から、さら
に認識されるようになった。このような経営戦略論の発展史の振り返りを行いつつ、経営
戦略の概念を整理した上で、筆者は「経営戦略」の再定義を試みた。また、経営戦略論の
発展に伴って、経営戦略の策定と実行のためのツールが数多く開発され、企業に幅広く活
用されていた。その為、これらのフレームワークの整理を通じて、経営戦略と組織の連関
性を、経営戦略の策定と実行の 2 つのプロセスに分けて考察し、経営戦略と組織は、お互
いに緊密に絡み合い、お互いに作用することを明らかにした。 
第 1 章は、経営戦略論の再検討であるのに対して、第 2 章は、「組織」を中心に、組織
の構造、文化と能力の概念の整理を行い、筆者の考察を進めるためのそれぞれの再定義を
行った。さらに、経営戦略と組織の 3 つの側面との関連性について理論的な整理も行った。
その結果、経営戦略と組織は、お互いに緊密に関係しているということは、①経営戦略は
組織構造を決定し組織構造によってサポートされる、②経営戦略は組織能力によって影響
され、優れた経営戦略は組織能力の向上に役に立つ、③経営戦略は組織文化によって影響
を受け、優れた戦略は組織文化の変革を促す、という 3 点で説明することができる。ちな
みに、組織文化の醸成は経営戦略の一部と考えることができる。このように、第 1 章の経
営戦略論の理論を整理したうえで、筆者は経営戦略の策定と実行の 2 つのプロセスを図式
化し、それに基づいて経営戦略と組織の連関性を考察した。一つ目の経営戦略の策定プロ
セスにおいては、組織文化と能力の両方が戦略の策定に影響を与え、戦略が策定されれば、
戦略に従って組織構造を調整する。さらに、二つ目の経営戦略の実行プロセスにおいては、
組織文化、組織構造および組織能力の全てが戦略の実行に影響を与える。つまり、組織文
化は戦略実行のために組織を統合する上での前提条件であり、組織行動に影響を与えるも
のである。さらに、経営戦略に対して、組織構造、組織文化、組織能力の 3 者が相関関係
にあることを明らかにした。経営戦略と組織構造、組織文化、組織能力の連関性について、
図表 1 と図表 2 の通りである。 
 
 
 
 
図表 1 経営戦略の策定プロセスにおける  図表 2 経営戦略の実行プロセスにおける 
両者の連関性              両者の連関性 
      
(出所)筆者作成            (出所)筆者作成 
 
第 3 章では、中国最大の直営 B2C 通販企業である京東集団の事例を取り上げ、筆者の
考察を検証することを目的とした。京東は、経営戦略と組織文化は重要であると位置付け
ている企業であるが、京東に関する研究は少ないため、最初に京東の発展経緯と京東を研
究対象にした理由を述べた。次に、京東の競争優位の源泉となる物流事業を中心に、物流
戦略の決定、実行、戦略のグレードアップなどに対して、組織文化、組織能力と組織構造
の適合の観点から、詳細に分析を行い、第 2 章の筆者の考察を確認した。 
第 4 章では、第 3 章の事例分析だけでは考察の検証に限界があるため、企業調査を通じ
て補完的考察を行うことで、検証の信憑性を高めた。この章では、経営戦略の策定や、戦
略の見直す頻度、戦略が実行されなかった理由、組織の構造、文化、能力に対する認識や、
具体的な取り組みなどについて詳細に確認することができた。この企業調査は部分的にで
はあるものの、筆者の考察を確認した。 
今後の研究課題についての筆者の考察は、京東の事例分析によって確認ができた。しか
し、日本企業を対象とする調査結果の分析では、戦略と組織の「動的」連関性を確認する
ことはできなかった。この「動的」連関性の検証について、比喩として、幾何学を用いて、
図表 2-11 の各々の条件、すなわち不安定な三角形の三辺の差に説明要因を求めることは
可能であるものの、現実の企業実践においては、三角形の三篇に相応するものを測定する
ことは難しいと筆者は考える。しかしながら、少なくとも、図表 2-11 の②を避けて①を
目指し、持続的な発展のための健全な経営を行えるような方法を追究しなければならない
ことは確かであろう。企業はそれぞれ異なる経営状況に置かれ、それぞれ異なる組織、あ
るいは異なる能力を有する社員を持っているため、一概に何を優先すべきかを結論づける
ことは難しい。しかし、本論文で提示した関係図は、戦略と組織の 3 つの側面とのかかわ
りを示すものであり、企業はそれを使って、常に戦略と組織のバランスを再確認し、うま
く適合させれば経営に有益であると筆者は考える。経営戦略と組織の 3 つの側面の「静的」
連関性を、図表 2-11 は示しているが、今後、経営戦略と組織の「動的」連関性について、
さらに、詳細な質問事項を設定し、確認することを、今後の研究課題としたい。 
  
図表 2-11 三角形の安定性 
 
（出所）筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
審査の結果の要旨 
 
 本論文は、経営戦略論の形成史を跡付ける作業から「経営戦略と組織との間の相互作
用的関係」（以下、「戦略・組織相互作用的関係」）という仮説を引き出し、それをケース
スタディとアンケート調査からなる実証的分析を通じて考察した研究である。 
 全体で六つの章からなる本論文は、序章と終章を除くと大きく三つの部分から構成さ
れている。第１の部分に当たる第１章と第２章では、経営戦略論の形成史が跡付けら
れ、その展開の中に見出される「経営戦略の策定と実行の区別」と「組織概念の拡張」
という論争点に、「戦略・組織相互作用的関係」という問題意識の理論的契機が求められ
ている。第２の部分である第３章では、「戦略・組織相互作用的関係」の存在を物語る事
例として、一中国企業における経営戦略と経営組織の展開が考察されている。第３の部
分である第４章では、アンケート調査という方法に基づいて「戦略・組織相互作用的関
係」を検証している。このような本論文の構成は、思弁的研究と実証的研究のバランス
のとれたものであり、論文全体の目的に照らして説得的なものであると考える。 
 次に、本論文全体のテーマとの関連での、各章における要点を述べておきたい。 
 第１章では、経営戦略論の形成に寄与した代表的な学説、すなわち A．D．チャンドラ
ー、I．アンゾフ、ボストン・コンサルティング・グループ、M．E．ポーター、J．B．バ
ーニー等の学説が取り上げられ、それらにおいて見出される発展傾向、つまり企業戦略論
から事業戦略論（競争戦略論）への流れ、外部環境重視の経営戦略論から内部資源重視の
経営戦略論への流れ、あるいは戦略「策定」の重視から戦略「実行」の重視への流れの中
に、「戦略・組織相互作用的関係」の一つの理論的根拠が求められている。 
 第２章では、経営戦略論の形成史において見出される上記とは別の発展傾向、つまり組
織概念の拡張に、「戦略・組織相互作用的関係」のいま一つの理論的根拠が求められてい
る。経営戦略と経営組織との間の関係性に関する議論の出発点は、言うまでもなく、チャ
ンドラーの提出した有名な命題“Structure follows strategy.”であるが、正確には「組織
構造は戦略に従う」と訳されるべきであったにもかかわらず、組織が組織構造以外の意味
でほとんど認識されていなかった当時の事情ゆえに、「組織は戦略に従う」と訳され、人
口に膾炙していることへの疑問が筆者の問題意識の根底にはある。そして、組織能力と組
織文化への注目により特に内部資源重視の経営戦略論において発展した「組織概念の拡張」
に依拠するならば、経営戦略と組織との間には、チャンドラーが想定したような一方向的
な因果関係ではなく、双方向的な相互作用的関係が措定されなければならないことが主張
されている。ただし、このような主張の直接的な根拠は、内部資源重視の経営戦略論が登
場する前の 1979 年に出版されたアンゾフの著書 Strategic Management に求められてい
る。 
 第３章では、1988 年に創業された後、短期間で急速に成長し、2016 年には年間売上高
2602 億元（約４兆 3000 億円）を達成してアリババ集団に次いで中国第２位のネット通販
企業となった京東集団が、ケーススタディの対象として取り上げられている。ここでは、
企業規模の拡大に伴う自社物流網の整備という経営戦略が一義的に同社の機能別・地域別
組織構造を規定しているのではなく、経営戦略・組織構造・組織能力・組織文化間の均衡
が図られることによって、はじめて上記の経営戦略の策定と実行が可能であった経緯の分
析から、「戦略・組織相互作用的関係」が論証されている。 
 第４章では、第３章に対する補完的考察として、京東集団に関する事例研究からある程
度確認された「戦略・組織相互作用的関係」をより一般的にも主張しうるかを検討するた
めに、福岡県内の多様な属性をもつ中小企業 100 社の経営者・管理者から得られたアンケ
ート調査の回答が検討され、上記の関係をほぼ支持するデータが得られている。 
 以上のような論述から、冒頭に記した本論文の目的は説得的に論証されており、そのこ
とは本論文の独自性の最大の根拠となっているが、それに加えて、以下の 3 点を本論文の
斬新性として指摘できる。第１は、経営戦略を策定と実行の２プロセス、組織を組織構造・
組織能力・組織文化の３側面において捉える研究の基本的フレームワークを構想したこと
である。第２は、日本でこれまで取り上げられることの少なかった京東集団のケーススタ
ディによって仮説を検証した点である。第３は、ケーススタディの方法的制約性をアンケ
ート調査によって補完した点である。 
 もちろん、本論文においても、改善すべき点が残されていないわけではない。例え
ば、主に客観的事実を取り扱うケーススタディを補完するものとして、回答者の意識の
フィルターを通して得られる認識を取り扱うアンケート調査を対置することについて
は、説明すべきことが残されている。とはいえ、このような問題点は、むしろ今後筆者
が研究をさらに深化させる上で課題とすべきことであって、本論文の価値を減ずるもの
ではない。 
 よって本論文は、研究者として自立し優れた研究を行う筆者の能力を示していると判
断し、博士（商学）の学位を授与するに値するものと判定した。 
 
 
 
